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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

営農活動支援交付金に係る業務方法書 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会 

第１章 総  則  ［略］ 
 
第２章 事業の実施   

 

（実施方針） 

第３条    ［略］ 

 

（資金等の管理） 

第４条 

 

（営農活動支援交付金の採択申請及び採択決定）  

第５条 交付金の交付を受けようとする対象活動組織の代表者は、実施要領第５の９の（９）に

基づき、交付金の採択申請書（様式第３０号）を、採択を受けようとする年度の６月３０日

（平成１９年度においては、当該年度の８月３１日）までに、関係市町村長を経由して道協議

会長に提出するものとする。その際、実施要綱別紙２第４の２の（２）の内容が記載された規

約（以下「規約」という。）、（様式第３号）及び実施要綱別紙２第４の２の（１）の内容が

記載された協定（以下「協定」という。）（以下のとおり様式第６号、第７号のいずれかを選

択し、必要に応じて様式第８号を添付。）及び実施要領第５の９の（１）の営農活動取組実践

計画（以下、「取組実践計画」という。）を添付するものとする。 

 

選択する協定の様式は次のとおりとする。 

（１）実施要領第４の５による集落協定等関連対象活動組織に該当せず、営農活動支援交付金

を併せて申請する活動組織（様式第６号） 

（２）実施要領第４の５による集落協定等関連対象活動組織に該当し、営農活動支援交付金を

併せて申請する活動組織（様式第７号） 

 

２ 道協議会長は、前項の申請を受けたときは、実施要領第５の９の（５）の市町村長から提出

を受けた通知の内容及び通知の写しと前項の申請との整合性を確認するとともに、申請書を審

査の上、当該対象活動組織に交付金を交付することが適当と認められるときは、採択決定し、

速やかに関係市町村長を経由して、対象活動組織の代表者に交付金の採択通知書（様式第３１

号）を通知するものとする。 

 

営農活動支援交付金に係る業務方法書 

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会 

第１章 総  則  ［略］ 
 
第２章 事業の実施   

 

（実施方針） 

第３条    ［略］ 
 
（資金等の管理） 

第４条 

 
（営農活動支援交付金の採択申請及び採択決定） 

第５条 交付金の交付を受けようとする対象活動組織の代表者は、実施要領第５の９の（９）に

基づき、交付金の採択申請書（様式第３０号）を、採択を受けようとする年度の６月３０日

（平成１９年度においては、当該年度の８月３１日）までに、関係市町村長を経由して道協議

会長に提出するものとする。その際、実施要綱別紙２第４の２の（２）の内容が記載された規

約（以下「規約」という。）、（様式第３号）及び実施要綱別紙２第４の２の（１）の内容が

記載された協定（以下「協定」という。）（以下のとおり様式第６号、第７号のいずれかを選

択し、必要に応じて様式第８号を添付。）及び実施要領第５の９の（４）の生産計画に対する

意見書を添付するものとする。 

  
選択する協定の様式は次のとおりとする。 

（１）実施要領第４の５による集落協定等関連対象活動組織に該当し、営農活動支援交付金を

併せて申請する活動組織（様式第６号） 

（２）実施要領第４の５による集落協定等関連対象活動組織に該当し、営農活動支援交付金を

併せて申請する活動組織（様式第７号） 

 
２ 道協議会長は、前項の申請を受けたときは、実施要領第５の９の（１０）に基づき、申請書

を審査の上、当該対象活動組織に交付金を交付することが適当と認められるときは、採択決定

し、速やかに関係市町村長を経由して、対象活動組織の代表者に交付金の採択通知書（様式第

３１号）を通知するものとする。 
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 

３ 対象活動組織の代表者は、第１項により道協議会長に提出した規約、協定又は取組実践計画

について交付金の交付額の増加を伴う変更を行った場合は、実施要領第５の９の（１１）のア

に基づき、速やかに関係市町村長を経由して、道協議会長に交付金採択変更承認申請書（様式

第３２号）を提出しなければならない。 

 

４ 道協議会長は、前項の申請を受けた時は、実施要領第５の９の（５）の市町村長から提出を

受けた通知の内容及び通知の写しと前項の申請との整合性を精査し、その内容が適切であると

認められる場合には、速やかにこれを承認し、実施要領第５の９の（１１）のイに基づき、関

係市町村長を経由して、対象活動組織の代表者に交付金採択変更承認通知書（様式第３３号）

を通知するものとする。 

 

５ 対象活動組織の代表者は、第１項により道協議会長に提出した規約、協定又は取組実践計画

について交付金の交付額の増加を伴わない変更をしたときは、実施要領第５の９の（１１）の

ウに基づき、関係市町村長を経由して、交付金採択変更届出書（様式第３４号）により道協議

会長に届出を行うものとする。 

ただし、共同活動支援交付金に係る業務方法書に規定する変更の届出を行った場合において

は、本項による届出は行われたものとみなす。 

 

（交付金の交付申請及び決定） 

第６条 対象活動組織の代表者は､年度当初において、前条第１項の交付金の採択申請書（様式

第３０号）又は前条第３項の交付金採択変更承認申請書（様式第３２号）若しくは前条第５項

の交付金採択変更届出書（様式第３４号）を提出後、速やかに交付金交付申請書（様式第３５

号）を関係市町村長を経由して、道協議会長に提出するものとする。この場合、必要に応じて

採択申請又は採択変更に係る手続きと交付金交付申請に係る手続きを同時に行うこともできる

ものとする。 

  なお、採択申請又は採択変更に係る手続きの必要のない場合にあっては、交付金の交付を受

けようとする年度の４月３０日までに関係市町村長を経由して、道協議会長に交付金交付申請

書を提出するものとする。 

 
３ 対象活動組織の代表者は、第１項により道協議会長に提出した協定について交付金の交付額

の増加を伴う変更を行った場合は、実施要領第５の９の（１１）のアに基づき、速やかに関係

市町村長を経由して、道協議会長に交付金採択変更承認申請書（様式第３２号）を提出しなけ

ればならない。その際、変更した協定を添付するものとする。 

 

４ 道協議会長は、前項の申請の内容を精査し、その内容が適切であると認められる場合には、

速やかにこれを承認し、実施要領第５の９の（１１）のイに基づき、関係市町村長を経由し

て、対象活動組織の代表者に交付金採択変更承認通知書（様式第３３号）を通知するものとす

る。 

 

 
５ 対象活動組織の代表者は、第１項により道協議会長に提出した規約又は協定について交付金

の交付額の増加を伴わない変更をしたときは、実施要領第５の９の（１１）のウに基づき、関

係市町村長を経由して、交付金採択変更届出書（様式第３４号）により道協議会長に届出を行

うものとする。その際、変更した協定を添付するものとする。 

 
 
 
（交付金の交付申請及び決定） 

第６条 対象活動組織の代表者は､年度当初において、前条第１項の交付金の採択申請書（様式

第３０号）又は前条第３項の交付金採択変更承認申請書（様式第３２号）若しくは前条第５項

の交付金採択変更届出書（様式第３４号）を提出後、速やかに交付金交付申請書（様式第３５

号）を関係市町村長を経由して、道協議会長に提出するものとする。ただし、必要に応じて採

択申請又は採択変更に係る手続きと交付金交付申請に係る手続きを同時に行うこともできるも

のとする。 

  なお、採択申請又は採択変更に係る手続きの必要のない場合にあっては、交付金の交付を受

けようとする年度の４月３０日までに関係市町村長を経由して、道協議会長に交付金交付申請

書を提出するものとする。 
 



 - 3 - 

「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

 

２    ［省略］ 
 

３ 対象活動組織の代表者は、年度途中において前条第３項に基づく採択変更承認申請、又は、

同条第５項に基づく採択変更届出を行う場合は、速やかに関係市町村長を経由して交付金変更

承認申請書（様式第３７号）を道協議会長に提出するものとする。この場合、必要に応じて採

択変更申請書又は採択変更に係る手続きと交付金変更承認申請に係る手続きを同時に行うこと

ができるものとする。 

 

４～５   ［省略］ 

 

（交付金の概算払申請及び支払） 

第７条 対象活動組織の代表者は、営農基礎活動支援に係る交付金について概算払の申請をしよ

うとするときは、第６条第２項の交付金交付決定通知書受領後、別途定める日までに、交付金

概算払申請書（様式第４０号）により関係市町村長を経由して道協議会長に提出するものとす

る。 

  また、先進的営農支援に係る営農活動支援交付金については、実施要領第５の１１の実施状

況の確認後に実施要領第５の１１の（３）の実施状況の確認通知書の写しを添付して、交付金

概算払申請書（様式第４０号）を関係市町村長を経由して道協議会長に提出するものとする。 

 

２～３   ［省略］ 

 

（交付金の返還等） 

第８条   ［省略］ 

 

第３章 報   告 

 

（実施状況の報告） 

第９条 対象活動組織の代表者は、毎年度、実施要領第５の１６の（１）に基づき、様式第４２

－１号により交付金の実施状況調書を作成し、関係市町村長が定める日までに、関係市町村長

に提出するものとする。 

 

２ 市町村長は、前項により提出のあった交付金の実施状況調書を４月２５日までに道協議会長

に提出するものとする。 

 
２    ［省略］ 
 
３ 対象活動組織の代表者は、年度途中において前条第３項に基づく採択変更承認申請、又は、
同条第５項に基づく採択変更届出を行う場合は、速やかに関係市町村長を経由して交付金変更

承認申請書（様式第３７号）を道協議会長に提出するものとし、同時に提出することもできる

ものとする。 
 
 
４～５   ［省略］ 

 
（交付金の概算払申請及び支払） 

第７条 対象活動組織の代表者は、営農基礎活動支援に係る交付金について概算払の申請をしよ

うとするときは、第６条第２項の交付金交付決定通知書受領後、別途定める日までに、交付金

概算払申請書（様式第４０号）により関係市町村長を経由して道協議会長に提出するものとす

る。 

  また、先進的営農支援に係る営農活動支援交付金については、実施要領第５の１１の実施状

況の確認後に実施要領第５の１１の（３）の実施状況の確認通知書を添付して、交付金概算払

申請書（様式第４０号）を関係市町村長を経由して道協議会長に提出するものとする。  
 
２～３   ［省略］ 

 
（交付金の返還等） 

第８条   ［省略］ 

 
第３章 報   告 
 

（実施状況の報告） 

第９条 対象活動組織の代表者は、毎年度、実施要領第５の１６の（１）に基づき、様式第４２

号により交付金の実施状況調書を作成し、４月５日までに関係市町村長を経由して道協議会長

に提出するものとする。 
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

 

３ 道協議会長は、必要に応じて対象活動組織の代表者に対し、交付金の実施状況について、関

係市町村長を経由して報告することを求めることができる。 

 

第４章 雑   則 

 

（事業期間） 

第10条   ［省略］ 

 

（その他） 

第11条   ［省略］ 

 

 附 則（平成１９年４月１６日） 

 この業務方法書は、農村振興局長の承認のあった日から施行する。 

 

  附 則（平成２０年４月７日） 

１ この業務方法書は、農林水産省農村振興局長の承認の日（平成２０年４月７日）から施行す

る。 

２ この業務方法書の改正前の様式によって行われる手続きその他の行為は、当分の間、この業

務方法書の改正後の相当様式によって行われるものとみなす。 

 

  附 則（平成２１年４○月○１０日） 

１ この業務方法書は、農林水産省農村振興局長の承認の日（平成２１年４○月○１０日）から

施行する。 

２ この業務方法書の改正前の様式によって行われる手続きその他の行為は、当分の間、この業

務方法書の改正後の相当様式によって行われるものとみなす。 

３ この業務方法書の改正前の規定によってされた手続きその他の行為は、この業務方法書の改

正後の相当規定によってされた手続きその他の行為とみなす。 

 

 

 
 

 
２ 道協議会長は、必要に応じて対象活動組織の代表者に対し、交付金の実施状況について、関

係市町村長を経由して報告することを求めることができる。 
 
第４章 雑   則  
 

（事業期間） 

第 10条   ［省略］ 
 
（その他） 

第 11条   ［省略］ 
 
 附 則（平成１９年４月１６日） 

 この業務方法書は、農村振興局長の承認のあった日から施行する。 

 

  附 則（平成２０年４月７日） 

１ この業務方法書は、農林水産省農村振興局長の承認の日（平成２０年４月７日）から施行す

る。 

２ この業務方法書の改正前の様式によって行われる手続きその他の行為は、当分の間、この業

務方法書の改正後の相当様式によって行われるものとみなす。 
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３０号 

    

（様式第３０号）（国参考様式第５０号）

番　　　　　号
年　　月　　日

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
会長　　氏　　名　　　殿

○○地区活動組織
代表　　氏　　名　　　印

３．協定期間

４．営農活動支援交付金総額（④＋⑥） 円
(１)先進的営農支援

a 円 円
a 円 円
a 円 円
a 円 円

円 円

(２)営農基礎活動支援

円 円

添付資料 １．農地・水・環境保全向上対策に係る規約
２．農地・水・環境保全向上対策に係る協定書
３．営農活動取組実践計画

先進的営農支援交付金合計（④）

年度当たり交付金額（⑤）
営農活動支援交付金交付年数に
おける交付金総額(⑥=①×⑤)

営農活動支援交付金
交付年数（①）

区域名

平成 年度 平成

記

協定締結年度

年年度

１．活動組織名

２．協定の対象となる位置

協定終了年度

営農活動支援交付金に係る採択申請書

　営農活動支援交付金に係る業務方法書第５条第１項に基づき、次のとおり営農活動支
援交付金の採択を申請します。

年度当たり
交付金額（②）

交付期間の交付金
総額(③=①×②)

作物区分
対象農用地
面積

 
 

 

様式第３０号 

    

（様式第３０号）（国参考様式第５０号）

番　　　　　号
年　　月　　日

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
会長　　氏　　名　　　殿

○○地区活動組織
代表　　氏　　名　　　印

３．協定期間

４．営農活動支援交付金総額（④＋⑥） 円
(１)先進的営農支援

a 円 円
a 円 円
a 円 円
a 円 円

円 円

(２)営農基礎活動支援

円 円

添付資料 １．農地・水・環境保全向上対策に係る規約
２．農地・水・環境保全向上対策に係る協定書
３．生産計画に対する意見書

先進的営農支援交付金合計（④）

年度当たり交付金額（⑤）
営農活動支援交付金交付年数に
おける交付金総額(⑥=①×⑤)

営農活動支援交付金
交付年数（①）

区域名

平成 年度 平成

記

協定締結年度

年年度

１．活動組織名

２．協定の対象となる位置

協定終了年度

営農活動支援交付金に係る採択申請書

　営農活動支援交付金に係る業務方法書第５条第１項に基づき、次のとおり営農活動支
援交付金の採択を申請します。

年度当たり
交付金額（②）

交付期間の交付金
総額(③=①×②)

作物区分
対象農用地
面積
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３０－１ 

    

（様式第３０－１）（国添付様式５０－１）　　　（国添付様式５８－２）

　　　　　　　▲▲区域　営農活動取組実践計画　　実施状況報告書(その２）

第１　地域全体の農家が行う環境負荷低減に資する取組

取組を実施する農家の割合

表１の（イ）

戸
表１の（ク）

戸

表１の（ア）

戸
表１の（ア）

戸

％ ％

第２ 　先進的な取組

(１)交付金の支払対象となる先進的な取組の実施面積

表２の(キ)

a
表２の(シ)

a

表２の(キ)

a
表２の(シ)

a

表２の(キ)

a
表２の(シ)

a

(２)先進的な取組のまとまり

面積のまとまり

表２の(オ)
a

表２の(コ)
a

表１の(ウ)
＋表２の(カ) a

表１の(ウ)
＋表２の(サ) a

％ ％

農家のまとまり
　

表２の(エ)
戸　

表２の(ケ)
戸　

表１の(ア)

戸　
表１の(ア)

戸　

％　 ％　

参考資料

・区域内対象農家等の一覧表(表１)

・先進的な取組の実施農家の一覧表(表２)

（作物全体のまとまり用）

(注３)　不耕起・冬期湛水の取組を実施する場合は、第２の(１)の備考欄に「不耕起・冬期湛水　○a」と記入する。
　　　　 また、秋期における稲わらすき込み・冬期湛水取組を実施する場合は、第２の(１)の備考欄に「秋期における
　　　　 稲わらすき込み・冬期湛水　○a」と記入する。

(注４)　第２の(２)の「区域内対象面積」については、表１の(注３)を参照。

計　画 実　績
　営農活動計画第１の（１）の
　取組を実施する農家数（A)

　区域内対象農家数(B)

　実施割合（A／B）

作 物 区 分 計　画　面　積 実　績　面　積 備　　考

計　画　面　積 実　績　面　積

　先進的取組実施面積(C)

　区域内対象面積(D)

　面積のまとまりの程度(C／D)

計　画

(注２)　第２の「計画面積」、「実績面積」には、単年度の計画面積、実績面積を記入する。

実　績

　先進的取組実施農家数(E)

　区域内対象農家数(F)

　農家のまとまりの程度(E／F)

(注１)　第１及び第２の(２)の「区域内対象農家」については、表１の(注１)を参照。
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３０－１別添１ 

 

（様式第３０－１別添１）（国添付様式５０－１別添１）

(表１)区域内対象農家等の一覧表(作物全体のまとまり用)

合　計 (ア) 戸 (イ) 戸
(ク)

戸
(ウ)

a a a

(注１)　「区域内対象農家」とは、「営農活動対象区域内農業者」を世帯員とする農家のうち次の①又は②を満たす農家とする。
　　　　　①　経営耕地面積が30アール以上の農家(○を記入)
　　　　　②　区域内で先進的取組を実施する、経営耕地面積が30アール未満で農産物販売金額が年間50万円以上の農家(◎を記入：表２の(Z)より転記)
　　　　　※　営農活動対象区域において、地域の施肥、防除の実態から慣行的に化学肥料又は化学合成農薬を使用していないと都道府県が認める作物のみを生産
　　　　　　　している農家、飼料作物、牧草のみを生産している畜産農家については、区域内対象農家から除外することができる(この場合、×を記入)

(注３)　「区域内対象面積」とは、区域内対象農家の営農活動対象区域内における農業経営面積とする。
　　　　　なお、この場合、必要に応じて以下の面積を差し引くことができる。(区域内対象面積については別添３の様式を活用して算出することも可能。)
　　　　　①　支援対象年度において作物の作付けを行わない面積
　　　　　②　地域の施肥、防除の実態から慣行として化学肥料又は化学合成農薬を使用していないと都道府県が認める作物の作付面積

(注２)　区域内対象農家のうち、環境負荷低減に資する取組を実施する農家に○を記入する。

実　績

(注３)

備　考

(X)

営農活動
対象区域内
農業者名

区域内対象農家
(注１)

計　画

「地域全体の農家が行う
環境負荷低減に資する
取組」を実施する農家

(注２)

区域内対象農
家の経営耕地
面積(a)

区域内対象面積(a)　(X)-(Y)

不作付農地等
所在地

(ほ場番号でも
可)

(X)のうち不作
付農地等面積

(a)

(Y)
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３０－１別添２ 

 

（様式第３０－１別添２）（国添付様式５０－１別添２）

(表２)先進的な取組の実施農家の一覧表(作物全体のまとまり用)

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

計
画

(エ)
戸

(オ)
a
(コ)

a

実
績

(ケ)
戸

(カ)
a
(サ)

a

(キ)
a
(シ)

a

うち
(キ)

a
(シ)

a

うち
(キ)

a
(シ)

a

うち
(キ)

a
(シ)

a

先進的な取組の
実施農家数

経営耕地面積が
30a未満で農産物
販売金額が年間
50万円以上(Z)

経営耕地面積が
30a以上

ほ場
番号

交付金の支払対象面積合計(のべ)

先進的な取組の
実施農家名

うち、重複してカウントした面積

計　画

ほ場所在地
先進的取組
実施面積(a)

交付金の支払対象
面積(a)

(農家ごと、作物区分
ごとに合計して記入)

計　画

(注３)　「先進的取組実施面積」は、0.1アール単位で記入。また、「交付金の支払対象面積」は1アール単位(アール未満切り捨て)で記入する。

(注２)　※は、「水稲」、「麦・豆類」、「いも・根菜類」、「葉茎菜類」、「果菜類・果実的野菜」、「施設で生産されるトマト、
　　　　　きゅうり、なす、ピーマン、いちご」、「果樹・茶」、「花き」、「その他」 のいずれかを記入する。

の面積
※

先進的取組実施面積合計(のべ)

(注１)　添付書類として先進的な取組を行うそれぞれのほ場の位置を特定できる図面を添付する。

実績

の面積
※

実　績

計画

実　績

の面積
※

作物区分
※
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３０－１別添３ 

 

（様式第３０－１別添３）（国添付様式５０－１別添３）

a

（２）　まとまりの判定上、（１）の区域内農用地面積から差し引くことができる農用地面積

対象農家名
対象ほ場の所在地
（ほ場番号でも可）

備考

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

a

合　　計 a

（３）　区域内対象面積（（１）－（２）） a

（注１）　営農活動支援交付金の交付の対象となる先進的な取組を行う農家を除く。

区域内対象面積の算定表（区域内農用地面積から対象外農用地を差し引く方法）

（１）　区域内農用地面積
　　　 (営農活動対象区域内の全農用地面積)

面積

②経営耕地面積が30アール未満の農家（注１）

⑤慣行として化学肥料又は化学合成農薬を使用して
  いないと都道府県が認める作物の栽培面積

①活動組織の構成員となっていない農家の区域内農
  用地面積

③区域内で飼料作物又は牧草の生産のみを行って
　いる主に養畜の業務を営む農家の区域内農用地
　面積

④対象年度に作物の作付けを行わない農用地面積
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３０－２ 

    

（様式第３０－２）（国添付様式５０－２）　　　（国添付様式５８－３）

　　　　　　　▲▲区域　営農活動取組実践計画　　実施状況報告書(その２）

第１　地域全体の農家が行う環境負荷低減に資する取組

取組を実施する農家の割合

表３の（イ）

戸
表３の（カ）

戸

表３の（ア）

戸
表３の（ア）

戸

％ ％

第２ 　先進的な取組

(１)交付金の支払対象となる先進的な取組の実施面積

表４の（オ）

a
表４の（ク）

a

表４の（オ）

a
表４の（ク）

a

表４の（オ）

a
表４の（ク）

a

（２）先進的な取組のまとまり

○ 対 象 作 物 名 ：
 

表４の（エ）

戸
表４の（キ）

戸

表３の（ウ）

戸

表３の（ウ）

戸

％ ％

○ 対 象 作 物 名 ：
 

表４の（エ）

戸
表４の（キ）

戸

表３の（ウ）

戸

表３の（ウ）

戸

％ ％

参考資料

・区域内対象農家等の一覧表(表３)

・先進的な取組の実施農家の一覧表(表４)

（作物ごとのまとまり用）

実　績

　先進的取組実施農家数（C）

  営農活動計画第１の（１）の
  取組を実施する農家数（A)

　区域内対象農家数(B)

　実施割合（A／B）

計　画 実　績

作 物 区 分 計　画　面　積 実　績　面　積 備　考

　先進的取組実施農家数（C）

計　画

計　画

　区域内対象農家のうち
　対象作物を生産する
　農家数（D)

　農家のまとまりの程度(C/D)

(注１)  第１の「区域内対象農家」については、表３の（注１）を参照。

実　績

(注５)　第２の（２）の「区域内対象農家のうち対象作物を生産する農家数」については、表３の（注３）を参照。

(注４)　不耕起・冬期湛水の取組を実施する場合は、第２の(１)の備考欄に「不耕起・冬期湛水　○a」と記入する。
　　　　 また、秋期における稲わらすき込み・冬期湛水取組を実施する場合は、第２の(１)の備考欄に「秋期における
　　　　 稲わらすき込み・冬期湛水　○a」と記入する。

(注２)　第２の（１）の「計画面積」、「実績面積」には、単年度の計画面積、実績面積を記入する。

　区域内対象農家のうち
　対象作物を生産する
　農家数（D)

　農家のまとまりの程度(C/D)

(注３)　第２の（２）の対象作物名には、作物ごとのまとまりの判定に用いた作物名を記入する。
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３０－２別添１ 

 

（様式第３０－２別添１）（国添付様式５０－２別添１）

(表３)区域内対象農家等の一覧表(作物ごとのまとまり用)

作物： 作物：

合　計
(ア)

戸
(イ)

戸
(カ)

戸
(ウ)

戸
(ウ)

戸

(注２)　区域内対象農家のうち、環境負荷低減に資する取組を実施する農家に○を記入する。

(注３)　「区域内対象農家のうち、対象作物を生産する農家」とは、「区域内対象農家」のうち次の①又は②を満たす農家とする。

　　　　　①　営農活動対象区域内で先進的な取組により、対象作物を生産している農家

　　　　　②　経営耕地面積が30アール以上であって、対象作物を営農活動対象区域内で生産し、かつ対象作物を全体で10アール以上生産している農家

　
備　考区域内対象農家

(注１)
「地域全体の農家が行う
環境負荷低減に資する
取組」を実施する農家

(注２)

(注１)　「区域内対象農家」とは、「営農活動対象区域内農業者」を世帯員とする農家数のうち次の①又は②を満たす農家とする。
　　　　　①　経営耕地面積30アール以上の農家(○を記入)
　　　　　②　区域内で先進的な取組により対象作物を生産する農家経営耕地面積が30アール未満で農産物販売金額が年間50万円以上の農家(◎を記入：表4の(Z)より転記)
　　　　　※　区域内において、地域の施肥、防除の実態から慣行的に化学肥料又は化学合成農薬を使用していないと都道府県が認める作物のみを生産している農家、
　　　　　　　飼料作物、牧草のみを生産している畜産農家については、区域内対象農家から除外することができる(この場合、×を記入)

区域内対象農家のうち、
対象作物を生産する農家

(注３)

営農活動対象区域
内農業者名

計　画 実　績
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３０－２別添２ 

 

（様式第３０－２別添２）（国添付様式５０－２別添２）

(表４)先進的な取組の実施農家の一覧表(作物ごとのまとまり用)

対象作物名：

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

計
画

(エ)
戸

実
績

(キ)
戸

a a

うち、
(オ)

a
(ク)

a

うち、
(オ)

a
(ク)

a

うち、
(オ)

a
(ク)

a

経営耕地面積が
30a未満で農産物
販売金額が年間
50万円以上(Z)

経営耕地面積が
30a以上

先進的な取組の
実施農家名

先進的な取組の
実施農家数

の面積
※

計　画 実　績

交付金の支払対象面積合計(のべ)

の面積※

実　績

計画 実績

(注３)　対象作物には、作物ごとのまとまりの判定に用いた作物の区分(野菜類、トマト等)を記入する。

(注４)　※は対象作物中に、支援単価の異なる作物が含まれている場合のみ記入すること。この場合、作物区分については「水稲」、「麦・豆類」、
         「いも・根菜類」、「葉茎菜類」、「果菜類・果実的野菜」、「施設で生産されるトマト、きゅうり、なす、ピーマン、いちご」、
　　　　 「果樹・茶」、「花き」、 「その他」 の中から記入する。

(注２)　先進的取組実施面積は、0.1アール単位で記入する。また、交付金の支払対象面積は1アール単位(アール未満切り捨て)で記入する。

ほ場
番号

交付金の支払対象
面積(a)

(農家ごと、作物区分
ごとに合計して記入)

先進的取組
実施面積(a)

計　画

の面積※

(注１)　添付書類として先進的な取組を行うそれぞれのほ場の位置を特定できる図面を添付する。

作物区分※ ほ　場　所　在　地

 
 
 
様式第３１号   ［省略］ 

 

  

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様式第３１号   ［省略］ 
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３２号 

    

（様式第３２号）（国参考様式第５３号）

番　　　　　号
年　　月　　日

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
会長　　氏　　名　　　殿

○○地区活動組織
代表　　氏　　名　　　印

３．協定期間

４．営農活動支援交付金残り交付年数における交付金総額（④＋⑥） 円
(１)先進的営農支援

a 円 円
a 円 円
a 円 円
a 円 円

円 円

(２)営農基礎活動支援

円 円

添付資料 １．農地・水・環境保全向上対策に係る協定書の変更　新旧対照表
２．営農活動取組実践計画

記

営農活動支援交付金に係る採択変更承認申請書

　平成■年■月■日付け第■号で採択通知のあった営農活動支援交付金を変更したの
で、営農活動支援交付金に係る業務方法書第５条第３項に基づき、次により採択の変更
承認を申請します。

１．活動組織名

２．協定の対象となる位置

営農活動支援交付金
残り交付年数①

営農活動支援交付金
既交付年数

協定終了年度

対象農用地
面積

協定締結年度

営農活動支援交付金残り
交付年数における年度
当たり交付金額（②）

営農活動支援交付金残り
交付年数における交付金
総額（③＝①×②）

区域名 作物区分

先進的営農支援交付金合計（④）

年度当たり交付金額(⑤)
営農活動支援交付金残り交付年数
における交付金総額(⑥＝①×⑤)

 
 

 

様式第３２号 

   

（様式第３２号）（国参考様式第５３号）

番　　　　　号
年　　月　　日

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
会長　　氏　　名　　　殿

○○地区活動組織
代表　　氏　　名　　　印

３．協定期間

４．営農活動支援交付金既決定総額（②＋③） 円
(１)先進的営農支援

a 円
a 円
a 円
a 円

円

(２)営農基礎活動支援

円

記

営農活動支援交付金に係る採択変更承認申請書

　平成■年■月■日付け第■号で採択通知のあった営農活動支援交付金を変更したの
で、営農活動支援交付金に係る業務方法書第５条第３項に基づき、次により採択の変更
承認を申請します。

区域名
対象農用地
面積（注１）

１．活動組織名

２．協定の対象となる位置

作物区分

営農活動支援交付金
残り交付年数①

営農活動支援交付金
既交付年数

協定終了年度

営農活動支援交付金交付年数における交付金総額(③)

先進的営農支援交付金合計（②）

協定締結年度

営農活動支援交付金
交付年数における交付金総額
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
 
 

 

    

５．営農活動支援交付金残り交付年数における交付金総額（⑥＋⑧） 円
(１)先進的営農支援

a 円 円
a 円 円
a 円 円
a 円 円

円 円

(２)営農基礎活動支援

円 円

添付資料 １．農地・水・環境保全向上対策に係る協定書の変更
（注１） 採択変更申請前の対象農用地面積を記載する

区域名 作物区分
対象農用地
面積

営農活動支援交付金残り
交付年数における年度
当たり交付金額（④）

営農活動支援交付金残り
交付年数における交付金
総額（⑤＝①×④）

先進的営農支援交付金合計（⑥）

営農活動支援交付金残り交付年数
における年度当たり交付金額(⑦)

営農活動支援交付金残り交付年数
における交付金総額(⑧＝①×⑦)
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３３号 

    

（様式第３３号）（国参考様式第５４号）

番　　　　　号
年　　月　　日

○○地区活動組織
代表　　氏　　名　　　殿

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
会長　　氏　　名　　　印

３．協定期間

４．営農活動支援交付金残り交付年数における交付金総額（④＋⑥） 円
(１)先進的営農支援

a 円 円
a 円 円
a 円 円
a 円 円

円 円

(２)営農基礎活動支援

協定締結年度 協定終了年度
営農活動支援交付金
既交付年数

営農活動支援交付金
残り交付年数①

年度当たり交付金額（⑤）
営農活動支援交付金残り交付年数における

交付金総額（(⑥=①×⑤)

先進的営農支援交付金合計（④）

区域名

１．活動組織名

２．協定の対象となる位置

記

営農活動支援交付金採択変更承認通知書

　平成■年■月■日付け第■号で提出のあった営農活動支援交付金採択変更承認申請書に
ついて、採択変更を承認したので、営農活動支援交付金に係る業務方法書第５条第４項に
基づき、次のとおり通知します。

円 円

営農活動支援交付金
残り交付年数における
年度当たり交付金額

（②）

営農活動支援交付金残り
交付年数における交付金
総額（(③=①×②)

作物区分
対象農用地
面積

 
 

 

様式第３３号 

    

（様式第３３号）（国参考様式第５４号）

番　　　　　号
年　　月　　日

○○地区活動組織
代表　　氏　　名　　　殿

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
会長　　氏　　名　　　印

３．協定期間

４．営農活動支援交付金残り交付年数における交付金総額（④＋⑥） 円
(１)先進的営農支援

a 円 円
a 円 円
a 円 円
a 円 円

円 円

(２)営農基礎活動支援

協定締結年度 協定終了年度
営農活動支援交付金
既交付年数

営農活動支援交付金
残り交付年数①

営農活動支援交付金残り交付年数
における年度当たり交付金額（⑤）

営農活動支援交付金残り交付年数における
交付金総額（(⑥=①×⑤)

先進的営農支援交付金合計（④）

区域名

１．活動組織名

２．協定の対象となる位置

記

営農活動支援交付金採択変更承認通知書

　平成■年■月■日付け第■号で提出のあった営農活動支援交付金採択変更承認申請書に
ついて、採択変更を承認したので、営農活動支援交付金に係る業務方法書第５条第４項に
基づき、次のとおり通知します。

円 円

営農活動支援交付金
残り交付年数における
年度当たり交付金額

（②）

営農活動支援交付金残り
交付年数における交付金
総額（(③=①×②)

作物区分
対象農用地
面積
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第３４号 

    

（様式第３４号）（国参考様式第５５号）

番　　　　　号
年　　月　　日

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
会長　　氏　　名　　　殿

○○地区活動組織
代表　　氏　　名　　　印

３．協定期間

４．営農活動支援交付金残り交付年数における交付金総額（④＋⑥） 円
(１)先進的営農支援

a 円 円
a 円 円
a 円 円
a 円 円

円 円

(２)営農基礎活動支援

円 円

添付資料 １．農地・水・環境保全向上対策に係る協定書の変更　新旧対照表
２．営農活動取組実践計画

営農活動支援交付金残り
交付年数における交付金
総額（③＝①×②）

営農活動支援交付金残り交付年数
における交付金総額(⑥＝①×⑤)

年度当たり交付金額(⑤)

営農活動支援交付金採択変更届出書

１．活動組織名

営農活動支援交付金
残り交付年数①

営農活動支援交付金
既交付年数

協定終了年度

先進的営農支援交付金合計（④）

区域名 作物区分
対象農用地
面積

営農活動支援交付金残り
交付年数における年度
当たり交付金額（②）

　平成■年■月■日付け第■号で採択通知のあった営農活動支援交付金を変更したの
で、営農活動支援交付金に係る業務方法書第５条第５項に基づき、次の関係書類を添え
て届け出ます。

記

協定締結年度

２．協定の対象となる位置

 
     
 

 

様式第３４号 

    

（様式第３４号）（国参考様式第５５号）

番　　　　　号
年　　月　　日

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
会長　　氏　　名　　　殿

○○地区活動組織
代表　　氏　　名　　　印

３．協定期間

４．営農活動支援交付金既決定総額（②＋③） 円
(１)先進的営農支援

a 円
a 円
a 円
a 円

円

(２)営農基礎活動支援

円

営農活動支援交付金交付年数における交付金総額(③)

営農活動支援交付金
交付年数における交付金総額

先進的営農支援交付金合計（②）

作物区分

営農活動支援交付金
残り交付年数①

営農活動支援交付金
既交付年数

協定終了年度協定締結年度

　平成■年■月■日付け第■号で採択通知のあった営農活動支援交付金を変更したの
で、営農活動支援交付金に係る業務方法書第５条第５項に基づき、次の関係書類を添え
て届け出ます。

記

営農活動支援交付金採択変更届出書

区域名
対象農用地
面積（注１）

１．活動組織名

２．協定の対象となる位置
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
     
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様式第３５号～様式第４１号   ［省略］ 
 
 

 

    

５．営農活動支援交付金残り交付年数における交付金総額（⑥＋⑧） 円

(１)先進的営農支援

a 円 円
a 円 円
a 円 円
a 円 円

円 円

(２)営農基礎活動支援

円 円

添付資料 １．農地・水・環境保全向上対策に係る協定書の変更　新旧対照表（注２）
（注１） 採択変更申請前の対象農用地面積を記載する
（注２）

先進的営農支援交付金合計（⑥）

営農活動支援交付金残り交付年数
における年度当たり交付金額(⑦)

営農活動支援交付金残り交付年数
における交付金総額(⑧＝①×⑦)

営農活動支援交付金残り
交付年数における年度
当たり交付金額（④）

営農活動支援交付金残り
交付年数における交付金
総額（⑤＝①×④）

区域名 作物区分
対象農用地
面積

規約の変更を行う場合、「農地・水・環境保全向上対策に係る協定書」を「○○活動組織
規約」に置き換えるものとする。  

 

  

様式第３５号～様式第４１号   ［省略］ 
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第４２－１号 

    

（様式第４２－１号）（国参考様式第６８号）

番　　　　　号
年　　月　　日

　北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
　　　会　長　　氏　　名　　殿
　　　　　（市町村長経由）

印

平成　　年度収支実績　（平成　　年　　月　　日現在）

１　先進的営農支援に係る営農活動支援交付金
収入の部

合　計
1前年度繰越

2
先進的営農支援に係る営
農活動支援交付金
3利子等

支出の部

合　計
1個人への配分
2日当
3購入・リース費
4委託費
5その他
6次年度繰越

２　営農基礎活動支援に係る営農活動支援交付金
収入の部

合　　計

1
営農基礎活動支援に係る
営農活動支援交付金
2利子等

支出の部

合　　計
1日当
2購入・リース費
3委託費
4その他
5地域協議会への返還額

別添資料
１．　推進活動等に係る営農活動支援交付金の支出実績
２．　先進的な取組実施農家への配分額一覧表

　　　　　　○○地区活動組織
代　表　　　氏　名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

営農活動支援交付金実施状況調書

合　　　計

　営農活動支援交付金に係る業務方法書第９条第１項に基づき、実施状況調書を作成
したので提出します。

備　考

備　考

備　考

区域名

合　　　計

金　　額　　（円）

備　考

区域名

合　　　計

金　　額　　（円）

金　　額　　（円）

金　　額　　（円）

合　　　計

 
 

 

様式第４２－１号 

    

（様式第４２－１号）（国参考様式第６８号）

番　　　　　号
年　　月　　日

北海道農地・水・環境保全向上対策協議会
　　会　長　　　氏　　　名　　　殿

印

平成　　年度収支実績　（平成　　年　　月　　日現在）

１　先進的営農支援に係る営農活動支援交付金
収入の部

合　計
1前年度繰越

2
先進的営農支援に係る営
農活動支援交付金
3利子等

支出の部

合　計
1個人への配分
2日当
3購入・リース費
4委託費
5その他
6次年度繰越

２　営農基礎活動支援に係る営農活動支援交付金
収入の部

合　　計

1
営農基礎活動支援に係る
営農活動支援交付金
2利子等

支出の部

合　　計
1日当
2購入・リース費
3委託費
4その他
5地域協議会への返還額

別添資料
１．　推進活動等に係る営農活動支援交付金の支出実績
２．　先進的な取組実施農家への配分額一覧表

　　　　　　○○地区活動組織
代　表　　　氏　名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

区域名

営農活動支援交付金実施状況調書

合　　　計

　営農活動支援交付金に係る業務方法書第１０条に基づき、実施状況調書を作成
したので提出します。

備　考

備　考

備　考

区域名

合　　　計

金　　額　　（円）

備　考

区域名

合　　　計

金　　額　　（円）

金　　額　　（円）

金　　額　　（円）

合　　　計
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第４２－１別添１ 

    

（添付様式４２－１別添１）（国添付様式６８－１）

（１）営農基礎活動支援に係る営農活動支援交付金を活用した推進活動の支出

営農活動
対象区域名

支出内容 支出額（円）

環境負荷低減に向けた取組に関する検討会、消費者との意見交換会等の開
催等

技術研修会や先進地調査・研修などの技術の普及・研修

技術マニュアルや普及啓発資料の作成などの資料作成、配布

技術実証ほの設置等による環境負荷低減技術の実証・調査

先進的取組の展示効果を高めるための標示等

先駆的農業者等による技術指導

土壌、生物等の調査分析

特認活動（　　　　　　　　　　　）

環境負荷低減に向けた取組に関する検討会、消費者との意見交換会等の開
催等

技術研修会や先進地調査・研修などの技術の普及・研修

技術マニュアルや普及啓発資料の作成などの資料作成、配布

技術実証ほの設置等による環境負荷低減技術の実証・調査

先進的取組の展示効果を高めるための標示等

先駆的農業者等による技術指導

土壌、生物等の調査分析

特認活動（　　　　　　　　　　　）

（２）先進的営農支援に係る営農活動支援交付金を活用した活動の支出
営農活動
対象区域名

支出内容 支出額（円）

先進的取組農家への配分

地域環境の保全等のための取組

交付金の交付等に係る事務経費

先進的取組農家への配分

地域環境の保全等のための取組

交付金の交付等に係る事務経費

小計

推進活動等に係る営農活動支援交付金の支出実績

小計

合計

合計

小計

小計

 
 

 

様式第４２－１別添１ 

    

（添付様式４２－１別添１）（国添付様式６８別添１）

（１）営農基礎活動支援に係る営農活動支援交付金を活用した推進活動の支出

営農活動
対象区域名

支出内容 支出額（円）

環境負荷低減に向けた取組に関する検討会、消費者との意見交換会等の開
催等

技術研修会や先進地調査・研修などの技術の普及・研修

技術マニュアルや普及啓発資料の作成などの資料作成、配布

技術実証ほの設置等による環境負荷低減技術の実証・調査

先進的取組の展示効果を高めるための標示等

先駆的農業者等による技術指導

土壌、生物等の調査分析

その他（　　　　　　　　　　　）

環境負荷低減に向けた取組に関する検討会、消費者との意見交換会等の開
催等

技術研修会や先進地調査・研修などの技術の普及・研修

技術マニュアルや普及啓発資料の作成などの資料作成、配布

技術実証ほの設置等による環境負荷低減技術の実証・調査

先進的取組の展示効果を高めるための標示等

先駆的農業者等による技術指導

土壌、生物等の調査分析

その他（　　　　　　　　　　　）

（２）先進的営農支援に係る営農活動支援交付金を活用した活動の支出
営農活動
対象区域名

支出内容 支出額（円）

先進的取組農家への配分

地域環境の保全等のための取組

交付金の交付等に係る事務経費

先進的取組農家への配分

地域環境の保全等のための取組

交付金の交付等に係る事務経費

小計

推進活動等に係る営農活動支援交付金の支出実績

小計

合計

合計

小計

小計
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「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援交付金）に係る実施方針等」 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 
 
様式第４２－１別添２   ［省略］ 
 
様式第４２－２号     ［省略］ 
 

 

 

様式第４２－１別添２   ［省略］ 
 
様式第４２－２号     ［省略］ 
 

 


